
（様式①）

[港湾局]

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 港湾財産活用事業 24,293 24,293 50,721 25,482 ▲ 26,428 ▲ 1,189

2 港湾施設賃借費 256,897 58,379 255,562 58,084 1,335 295

3 港湾環境整備負担金 0 ▲ 85,342 0 ▲ 83,549 0 ▲ 1,793

4 船舶給水関連事業 4,469 4,469 4,400 4,400 69 69

5
港湾情報システム運用
管理事業

90,447 90,447 78,274 78,274 12,173 12,173

6
会計年度任用職員雇用
経費（港湾管財課）

3,502 3,488 3,009 2,997 493 491

7
臨港幹線道路等維持管
理事業

119,207 119,207 113,470 113,470 5,737 5,737

8 港湾施設管理事業 19,953 5,803 20,327 5,985 ▲ 374 ▲ 182

9 緑地管理事業 17,073 17,073 17,131 17,131 ▲ 58 ▲ 58

10 清掃業務 18,993 18,993 17,724 17,724 1,269 1,269

11 大黒ふ頭緑地管理事業 5,109 5,099 5,267 5,257 ▲ 158 ▲ 158

12 保安対策事業 9,761 9,761 11,541 11,541 ▲ 1,780 ▲ 1,780

13
大さん橋ふ頭ビル管理
事業

17,404 17,404 14,250 14,250 3,154 3,154

14 施設管理事務費 3,070 3,069 3,143 3,138 ▲ 73 ▲ 69

15
会計年度任用職員雇用
経費（大黒ふ頭中央緑
地）

8,676 8,642 7,854 7,815 822 827

16
会計年度任用職員雇用
経費（自動車運転手）

4,093 4,077 3,591 3,572 502 505

17 海上等清掃事業 162,927 162,927 160,858 160,858 2,069 2,069

18 船舶運航調整関連事業 175,031 175,031 173,403 173,403 1,628 1,628

事　業　計　画　書　目　次

15款１項４目  港湾管理費 （単位：千円）

計画
書頁 事　　業　　名

令和７年度 令和６年度 増△減（７－６）
新
規
・
拡
充



（様式①）

[港湾局]

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

事　業　計　画　書　目　次

15款１項４目  港湾管理費 （単位：千円）

計画
書頁 事　　業　　名

令和７年度 令和６年度 増△減（７－６）
新
規
・
拡
充

19 水域管理事業 23,050 20,259 8,287 5,796 14,763 14,463

20
会計年度任用職員経費
（水域管理）

27,365 27,257 24,901 24,805 2,464 2,452

21 ふ頭用地保証金返還金 1,197 1,197 1,197 1,197 0 0

計 992,517 691,533 974,910 651,630 17,607 39,903



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

港湾財産活用事業

15 99 99

事業名称

歳出予算科目

            24,293令和7年度                  0                  0             24,293                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

            50,721

            ▲26,428

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            25,482

             ▲1,189

            24,975             18,774

            12,446

            24,293             24,293             24,293

                 0

            24,975

             6,419

             6,419

            18,774

            12,446

            24,293             24,293             24,293

            25,239

            ▲25,239

港湾局所管の公有財産に関する、財産活用及び管理等を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

【財産活用運営費】
　港湾局所管の公有財産に関し、歳入確保等を目的とした貸付等を適正に実施するために不動産鑑定、草刈、及び調査委託等を行いま
す。
　また、土地を適正に管理するために、港湾法第48条の２に基づく「港湾台帳」の年度修正及び公有財産管理等にかかる弁護士相談を
行います。

事業目的

【港湾施設管理費】
　大桟橋共同ビルに一室を所有するうえで、同ビルの共用部分について維持管理を行う必要があります。
　維持管理費は、同ビルの各区分所有者が所有区分割合をもって負担しており、大桟橋共同ビル管理組合で維持管理を行っています。

【財産管理等事務費】
　財産管理等の事業執行に係る事務用諸経費について支出します。

背景・課題

港湾法・横浜市公有財産規則・横浜市財産評価基準要綱・大桟橋共同ビル管理契約根拠法令・方針決裁等

前年度実績より積算

根拠・データ等

事業スケジュール

事業開始年度

1港湾管財課港湾局

一般会計



（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

1
6年度7年度

財産管理等事務費

細事業(事業内訳）

1                249                287                 ▲38 実績による減

港湾施設管理費
2              1,254              1,254                    0

財産活用運営費
3             22,790             49,180             ▲26,390 管理財産の減

            24,293             50,721             ▲26,428

石田 哲也 蓮沼 政治 小山 好美



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

港湾施設賃借費

15 37 99

事業名称

歳出予算科目

           256,897令和7年度            198,518                  0             58,379                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

           255,562

               1,335

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            58,084

                 295

           238,274            242,915

           242,906

           256,897            256,897            256,897

                 0

            64,745

           237,842

            64,782

            62,391

            62,392

            58,379             58,379             58,379

           197,478

               1,040

港湾施設等の賃借料の支払いと、民間事業者へ転貸を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

【国有地転貸】
　財務省所管の国有港湾施設を借受けるため国有港湾施設賃借料を支出し、同施設を民間事業者に転貸することにより市としての歳入
を得ます。
【瑞穂ふ頭臨港道路用地賃借料】
　瑞穂ふ頭内の道路については、港湾施設への唯一のアクセス可能な道路になっているため、引き続き借り受けます。

事業目的

背景・課題

国からの通達：昭和33年12月20日付蔵管第3444号「国有港湾施設のうち国土交通省から引き継がれた普通財産の取扱い根拠法令・方針決裁等
について」及び昭和37年２月24日付蔵管第388号「国有港湾施設等処理要領について」

【国有地転貸】
　国有地については、国からの通達（昭和33年12月20日付蔵管第3444号、昭和37年２月24日付蔵管第388号）により、財務省は港湾管
理者に普通財産を貸し付け、港湾管理者から民間事業者等へ転貸させるものとされているため。

【瑞穂ふ頭臨港道路用地賃借料】
　瑞穂ふ頭臨港道路用地については、瑞穂ふ頭内の接収地を所管する国（南関東防衛局）と民間２社との間で協議・合意された単価を
適用しています。単価の決定は、当該年度の２月～３月頃となります。よって、直近の確定額である令和４年度の賃料と同額を計上し
ます。
＜参考＞平成29年度以降、賃料の改定協議は行われていません。

根拠・データ等

【国有地転貸】
　四半期毎に財務省へ賃借料の支払を行い、転借人から転貸料を徴収する。
【瑞穂ふ頭臨港道路用地賃借料】
　毎年４月に賃借料の支出をします。

事業スケジュール

事業開始年度

1
6年度7年度

国有地転貸

細事業(事業内訳）
1            149,045            147,710                1,335 近隣公示地価の上昇による増

瑞穂ふ頭臨港道路用地賃借料
2            107,852            107,852                    0

           256,897            255,562                1,335

2港湾管財課港湾局

一般会計

石田 哲也 蓮沼 政治 小山 好美



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

港湾環境整備負担金

15 99 99

事業名称

歳出予算科目

                 0令和7年度             85,342                  0            -85,342                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

                 0

                   0

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

           -83,549

             ▲1,793

                 0                  0

                 0

             6,853                  0                  0

                 0

           -83,871

             3,098

           -80,734

           -83,617

           -82,894

           -85,342            -85,342            -85,342

            83,549

               1,793

　港湾管理者（本市）が実施した港湾環境の整備・保全等を図る港湾工事に要した費用の一部について、臨港地区及び港湾区域におい
て一定規模以上の事業場に係る事業者からその敷地面積に応じた負担金を徴収するものです。（歳入）
　国庫補助事業に係る港湾環境整備負担金を徴収した場合、徴収額のうち国庫補助額相当分を国庫へ返納します。（歳出）

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

         1,050          1,050          1,050              1,050          1,050          1,050           1050
清掃船の延出動日数

実績          1,059          1,061日

           222           222           222               222           229           236           243

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

海上漂流物の処理量

         180.8         196.2実績トン

 　港湾における環境整備・保全に係る費用負担の適正化を図りつつ、港湾における安全・安心で快適な労働環境・生活環境の実現に
寄与します。

事業目的

　昭和30年代の全国的な公害問題を背景に、港湾管理者が行うべき公害防止及び環境整備事業が増加したことから、その財源対策とし
て、昭和48年の港湾法の一部改正により港湾環境整備負担金制度が創設されました。本市においては昭和55年に条例を制定し、同負担
金を徴収しています。

背景・課題

　港湾法、同法施行令、横浜市港湾環境整備負担金条例、同施行規則根拠法令・方針決裁等

【令和４年度】
　工　 事 　費：462,185,512円
　負担金徴収額：80,734,087円

【令和５年度】
　工　 事 　費：567,965,555円
　負担金徴収額：82,893,678円

根拠・データ等

４月　敷地面積届出書の提出期間
５月～10月　負担金額の算定
８月～10月　国庫納付
11月～12月　港湾審議会への諮問
12月～１月　負担対象工事指定の告示、負担金請求事業スケジュール

昭和55年度事業開始年度

6年度7年度

                 0                  0                    0

3港湾管財課港湾局

一般会計

四方 圭 塚脇 浩平 渡辺 洋祐



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

船舶給水関連事業

15 99 99

事業名称

歳出予算科目

             4,469令和7年度                  0                  0              4,469                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

             4,400

                  69

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             4,400

                  69

             4,528              4,316

             3,325

             4,928              5,387              5,846

                 0

             4,528

             3,503

             3,503

             4,316

             3,325

             4,928              5,387              5,846

                 0

                   0

　本事業は、横浜港内の各ふ頭における港湾局所管の船舶給水施設の維持管理を水道局が行い、港湾局がその費用を負担するものです
。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

           108            108            108                108            120            132            144
洗浄

実績             95             89回

           100           100           100               100           100           100           100

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

水質検査による適合
判定率

           100           100実績％

　港湾局所管の船舶給水施設（以下「当該施設」といいます。）は「給水装置」に該当し、所有者等には、水道水が汚染され又は漏水
することのないよう充分な注意をもって当該施設を管理する義務が課されています。
　当該施設に係る水質検査及び施設破損時の修繕を水道局に行わせることにより適切に管理を実施し、ひいては横浜港のブランド力の
維持・向上にも寄与します。事業目的

　横浜港の岸壁における船舶への給水実績は年間10万㎥を超えており、今後も同等程度の需要が見込まれることから、安全・円滑な事
業運営に資するため、本事業は必要です。

背景・課題

港湾法、横浜市水道条例、平成14年11月・平成29年３月・平成29年９月・令和元年10月・令和３年10月方針決裁根拠法令・方針決裁等

【令和４年度】
岸壁給水量（隻数）:136,691㎥（900隻）

【令和５年度】
岸壁給水量（隻数）:126,731㎥（976隻）根拠・データ等

施設の維持管理…令和７年４月～令和８年３月
・水質検査及び洗浄…毎月１回（年12回）×９か所（新港、瑞穂、大黒ふ頭Ｐ３、大さん橋Ａ～Ｄ、本牧Ａ１～３・Ａ４・ＢＣ・新建
材、金沢木材ふ頭）
・破損時修繕…発生都度による

事業スケジュール

平成10年度事業開始年度

1
6年度7年度

給水施設維持管理
細事業(事業内訳） 1              4,469              4,400                   69 水道局職員労務単価増加による増

             4,469              4,400                   69

4港湾管財課港湾局

一般会計

石田 哲也 塚脇 浩平 松森 貴史



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

港湾情報システム運用管理事業

15 37 1

事業名称

歳出予算科目

            90,447令和7年度                  0                  0             90,447                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

            78,274

              12,173

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            78,274

              12,173

            62,751            141,843

           115,309

           116,963            109,923            298,818

                 0

            62,751

            61,617

            61,617

           141,843

           115,309

           116,963            109,923            298,818

                 0

                   0

　横浜港の利用者等による港湾管理に係る行政手続を取り扱うとともに、毎年100億円超の港湾施設使用料等の料金計算・請求処理を
行っている「横浜港港湾情報システム」の管理・運用事業であり、適切に実施するために必要な経費を計上するものです。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

        70,040         70,040         68,000             68,000         68,000         68,000         68,000
電子申請件数

実績         70,040         67,937件数

    10,156,764    10,156,764    10,156,764        10,156,764    10,156,764     9,486,559     9,486,559

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

港湾施設使用料等

    10,156,764     9,486,559実績千円

　港湾行政手続に関するオンライン化は、港湾諸手続の簡素化・迅速化の促進、利用者サービスの向上、局内業務処理の正確化に大き
な利益をもたらします。
　入出港船舶や公共港湾施設等に関する電子申請、施設管理等を担う「横浜港港湾情報システム」を安定稼働させるため、保守及び運
用管理等を行い、港湾におけるＤＸの推進に寄与します。事業目的

　横浜港港湾情報システムによる手続きのサービス向上のため、現行システムにおいて求められる機能改修を的確に把握し、必要な改
修を行う必要があります。
  また、国の進めるサイバーポート（港湾管理分野）への連携の要否を検討し、必要に応じて横浜港港湾情報システムの改修を行う必
要があります。背景・課題

港湾法、横浜市港湾施設条例、横浜港入港料条例、横浜港の港湾区域内における水域の占用等に関する条例　等根拠法令・方針決裁等

電子申請導入手続（９種類）【電子申請件数・令和５年度】
・入港届　　　　　　　　　　　　【13,363件】
・岸壁使用許可申請　　　　　　　【2,089件】
・上屋・荷さばき地使用許可申請　【5,544件】
・船舶運航動静等通知　　　　　　【33,794件】
・時間・水先人・曳舟変更届　　　【6,353件】
・入港料減免申請　　　　　　　　【5,573件】
・岸壁使用許可申請（ふ頭扱い船）【688件】
・上屋・荷さばき地使用完了申請　【128件】

根拠・データ等

・物揚場使用許可申請　　　　　　【405件】

平成30年度（H31.1）　　　  現行の第４次システム稼働
平成30年度（H31.1）～  　　現行の第４次システムの安定運用
令和２年度　　　　　 　　　新庁舎移転
令和５年度　　　　　　　 　機器更新
令和６～８年度　　　 　　　第５次システムの開発検討事業スケジュール

昭和56年度事業開始年度

1
6年度7年度

その他費用

細事業(事業内訳）
1              7,330              6,677                  653 NACCS使用料値上げによる増

システム運用・保守等管理業務
2             83,117             71,597               11,520 労務単価上昇による増

            90,447             78,274               12,173

5港湾管財課港湾局

一般会計

岩田 範弘 山崎 大輔 西村 淳一



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

会計年度任用職員雇用経費（港湾管財課）

15 99 99

事業名称

歳出予算科目

             3,502令和7年度                 14                  0              3,488                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

             3,009

                 493

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             2,997

                 491

                 0                  0

                 0

             3,118              3,124              3,129

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

             3,106              3,112              3,116

                12

                   2

港湾局所管の公有財産に関する財産活用及び管理等を適切に実施するため、会計年度任用職員１名を雇用します。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

港湾局所管の公有財産に関する財産活用及び管理等の適切な実施

事業目的

港湾局所管の公有財産に関する財産活用及び管理等を適切に実施するには、現状として正規職員のみでの対応は困難なため、会計年度
任用職員の雇用を行います。

背景・課題

地方公務員法第22条の２根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

各年度において会計年度任用職員を雇用します。

事業スケジュール

令和６年度事業開始年度

1
6年度7年度

会計年度任用職員雇用経費（港湾管財課）
細事業(事業内訳） 1              3,502              3,009                  493 健康保険料率等の増

             3,502              3,009                  493

港湾管財課港湾局

一般会計

石田 哲也 塚脇 浩平 伊藤 優里花



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

臨港幹線道路等維持管理事業

15 38 1

事業名称

歳出予算科目

           119,207令和7年度                  0                  0            119,207                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

           113,470

               5,737

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

           113,470

               5,737

            88,437            132,989

            98,605

           119,207            119,207            119,207

                 0

            88,437

            56,690

            56,690

           132,989

            98,605

           119,207            119,207            119,207

                 0

                   0

　臨港幹線道路及び臨港道路本牧・大黒ふ頭連絡線ならびに南本牧ふ頭連絡臨港道路（神奈川県道高速湾岸線接続線）の状態を良好に
保ち、安全かつ円滑な交通の確保を図ります。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

           365            366            365                365            365            366            365回委託
MMトンネル監視・巡

実績            365            366日

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　臨港幹線道路及び臨港道路本牧・大黒ふ頭連絡線ならびに南本牧ふ頭連絡臨港道路（神奈川県道高速湾岸線接続線）の状態を良好に
保ち、安全かつ円滑な交通の確保を図ります。

事業目的

　港湾物流機能の維持のために臨港幹線道路等の安全かつ円滑な交通を図り、南本牧ふ頭連絡臨港道路（神奈川県道高速湾岸線接続線
）の円滑な交通を確保します。

背景・課題

　港湾法根拠法令・方針決裁等

　港湾施設（道路）　130路線　65.65km
　うち、みなとみらいトンネル1,330m、南本牧連絡臨港道路（神奈川県道高速湾岸線接続線）1,235m、南本牧連絡臨港道路2,491m

根拠・データ等

　年間を通し、業務委託等により実施しています。

事業スケジュール

　平成20年度事業開始年度

6施設管理課港湾局

一般会計



（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

1
6年度7年度

みなとみらいトンネル監視等委託

細事業(事業内訳）

1 ■■■ 26,427 ■■■ 労務単価の増

臨港道路等清掃業務等委託
2 ■■■ 1,496 ■■■ 見直しによる減

首都高速道路管理委託
3 90,500 84,497 6,003 労務単価の増

その他工事委託
4 1 95 ▲94 見直しによる減

直接工事費
5 1 475 ▲474 見直しによる減

事務費等
6 183 480 ▲297 見直しによる減

119,207 113,470 5,737

箕輪 竜一 大山 高司 八木 友哉



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

港湾施設管理事業

15 38 1

事業名称

歳出予算科目

            19,953令和7年度             14,150                  0              5,803                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

            20,327

               ▲374

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             5,985

               ▲182

            20,801             20,997

            23,819

            22,000             22,000             22,000

                 0

             8,233

            19,140

             7,430

             7,821

             5,373

            10,000             10,000             10,000

            14,342

               ▲192

　港湾施設管理者として港湾施設（直営施設）を管理するために必要な経費を計上します。
　・施設維持管理関連 
　　①総合事務所である大さん橋総合ビル管理

事業概要
（アクティビティ）

　　②新港地区電線共同溝の管理（管理負担金・保守点検委託）費用
　　③臨港道路共同溝の管理（管理負担金・保守点検委託）費用
　　④横浜港（山下）埠頭ビルの管理に要する経費の港湾局負担分（164/1,000　区分所有）
　　⑤耐震岸壁後背地（場外離着陸場）の管理費用
　・安全管理関連 
　　⑥広報板作成設置（緑地等の市民利用施設への設置）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　対象施設の適切な維持管理を行います。

事業目的

　各施設とも経年劣化が顕著になっている。対象施設の中には、不特定多数の市民が利用する厚生施設を兼ねた施設も含まれており、
安全性確保や施設の長寿命化の観点から適切な維持管理計画（体制）の下、執行する必要性が一層高まっています。

背景・課題

　港湾法、航空法、横浜市港湾施設条例根拠法令・方針決裁等

　横浜市港湾施設条例第２条第２項の規定に基づく港湾施設の告示

根拠・データ等

　各年度において直営港湾施設の維持保全業務を行います。

事業スケジュール

　昭和38年度事業開始年度

7施設管理課港湾局

一般会計



（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

1
6年度7年度

大さん橋総合ビル管理業務

細事業(事業内訳）

1 ■■ ■■ ■■ 清掃回数の減

新港地区電線共同溝管理業務
2 ■■■ ■■■ ■■

臨港道路共同溝管理業務
3 13,463 13,807 ▲344 修繕回数の減

横浜港（山下）ふ頭ビル管理業務
4 3,098 3,098 0

耐震岸壁背後地（場外離着陸場）活用業務
5 151 155 ▲4 実績による減

広報・制札板設置業務
6 122 125 ▲3 制作内容の変更

19,953 20,327 ▲374

箕輪 竜一 永森 丈晴 山口 莉穂



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

緑地管理事業

15 38 1

事業名称

歳出予算科目

            17,073令和7年度                  0                  0             17,073                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

            17,131

                ▲58

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            17,131

                ▲58

            29,351             18,035

            22,129

            21,000             21,000             21,000

                 0

            29,351

            27,416

            27,416

            18,035

            22,129

            21,000             21,000             21,000

                 0

                   0

　港湾局が管理する港湾施設の緑地等を良好に維持管理するため、下記の業務を実施します。
　　①　大黒ふ頭、本牧ふ頭等の樹木剪定・刈込、草刈（鶴見区・神奈川区・西区・中区）
　　②　金沢福浦地区等の樹木剪定・刈込、草刈、巡回警備（金沢区・磯子区）

事業概要
（アクティビティ）

　　③　末広水際線プロムナード環境整備事業

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　市民が利用する港湾施設の維持管理は、本市の本来業務であり、これを委託により実施することにより、緑地の良好な維持管理を図
ります。

事業目的

　成長しすぎた雑草・樹木が数多く繁茂し、限られた予算の中で単年度で対応することが厳しい状況にあります。

背景・課題

　港湾法第２条第５項第９号の３、同法第12条第１項第２号根拠法令・方針決裁等

　横浜市港湾施設条例第２条第２項の規定に基づく港湾施設の告示　20 港湾環境設備施設（緑地）

根拠・データ等

　各年度において各緑地の維持管理を行います。

事業スケジュール

事業開始年度

1
6年度7年度

大黒ふ頭、本牧ふ頭等緑地管理

細事業(事業内訳）

1              6,554              6,392                  162 第９回アフリカ開発会議開催に伴う増

金沢地区緑地管理
2              8,394              8,394                    0

末広環境整備
3              2,125              2,345                ▲220 実績による減

            17,073             17,131                 ▲58

8施設管理課港湾局

一般会計

箕輪 竜一 永森 丈晴 山家 邦夫



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

清掃業務

15 99 99

事業名称

歳出予算科目

            18,993令和7年度                  0                  0             18,993                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

            17,724

               1,269

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            17,724

               1,269

            19,637             18,655

            19,644

            20,000             20,000             20,000

                 0

            19,637

            25,235

            25,235

            18,655

            19,644

            20,000             20,000             20,000

                 0

                   0

　港湾施設の環境衛生を維持するため、各施設の状況に応じた内容等で道路、緑地、公衆トイレの清掃を業務委託します。
 　① 末広水際線プロムナードの清掃
 　② 本牧Ａ緑地、山下ふ頭緑地、新山下公衆トイレの清掃

事業概要
（アクティビティ）

 　③ 金沢水際線緑地等（緑地、公衆トイレ）の清掃
 　④ 鳥浜歩道橋の清掃
 　⑤ 杉田臨海緑地予定地（緑地、公衆トイレ）の清掃
 　⑥ 大さん橋地区（緑地、道路）の清掃

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　港湾施設の環境衛生を維持します。

事業目的

　市民が利用する港湾施設の環境衛生の維持は、本市の本来業務であり、各施設の清掃を委託により実施することにより、良好な環境
衛生の維持を図ります。

背景・課題

　港湾法第12条第１項、横浜市放置自動車及び沈船等の発生の防止及び適正な処理に関する条例第３条根拠法令・方針決裁等

　横浜市港湾施設条例第２条第２項の規定に基づく港湾施設

根拠・データ等

　各年度において各施設の清掃業務を行います。

事業スケジュール

事業開始年度

1

9施設管理課港湾局

一般会計



細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

6年度7年度

末広・山下地区清掃費

細事業(事業内訳）

1              3,680              3,793                ▲113 見直しによる減

金沢地区等清掃費
2             10,570             10,897                ▲327 見直しによる減

大さん橋地区清掃費
3              3,131              1,372                1,759 清掃費（落書除去）の増

処分費（一般・産廃、不法投棄）
4              1,612              1,662                 ▲50 見直しによる減

            18,993             17,724                1,269

箕輪 竜一 永森 丈晴 芹生 行平



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

大黒ふ頭緑地管理事業

15 38 1

事業名称

歳出予算科目

             5,109令和7年度                 10                  0              5,099                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

             5,267

               ▲158

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             5,257

               ▲158

             5,835              5,544

             5,094

             5,979              5,979              5,979

                 0

             5,825

             5,388

             5,378

             5,534

             5,084

             5,969              5,969              5,969

                10

                   0

　大黒ふ頭内中央緑地の環境維持のため、草刈、樹木の剪定・伐採等、緑地の清掃、休憩所及び公衆便所の清掃を委託により実施しま
す。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　大黒ふ頭に、憩いの場として安全で快適な環境を創出し港湾関係者や市民等に提供するために実施します。

事業目的

　経年劣化が顕著になっています。多数の港湾関係者や市民が利用する施設であり、安全性確保や施設の長寿命化の観点から適切な維
持管理計画（体制）の下、執行する必要性が一層高まっています。

背景・課題

　港湾法第２条第５項第９号の３、同法第12条第１項第２号、横浜市港湾施設条例、横浜市港湾施設条例施行規則根拠法令・方針決裁等

　横浜市港湾施設条例第２条第２項の規定に基づく港湾施設の告示　７港湾環境設備施設　(1)緑地による

根拠・データ等

　各年度において大黒ふ頭内緑地の維持管理業務を行います。

事業スケジュール

　昭和52年度事業開始年度

1
6年度7年度

大黒ふ頭緑地管理業務
細事業(事業内訳） 1              5,109              5,267                ▲158 実績による減

             5,109              5,267                ▲158

10施設管理課港湾局

一般会計

箕輪 竜一 永森 丈晴 渥美 浩岳



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

保安対策事業

15 99 99

事業名称

歳出予算科目

             9,761令和7年度                  0                  0              9,761                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

            11,541

             ▲1,780

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            11,541

             ▲1,780

            18,034             14,427

            10,444

            18,034             18,034             18,034

                 0

            18,034

            16,892

            16,892

            14,427

            10,444

            18,034             18,034             18,034

                 0

                   0

　SOLAS条約及び国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律に基づく保安対策を確実に実施するとともに、ヒアリ等
要緊急対処特定外来生物や感染症等の水際対策について、関係機関と連携して取り組みます。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　SOLAS条約及び国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律に基づく保安対策を確実に実施します。
　また、ヒアリ等要緊急対処特定外来生物や感染症等の水際対策を遂行します。

事業目的

　(1)　SOLAS関連事業
　　　「SOLAS条約（1974年の海上における人命の安全のための国際条約）附属書第Ⅺ－２章」の国内法として定められた「国際航海
　　船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律」に規定された埠頭保安規定に基づく埠頭指標対応措置などの保安対策を実施
　　し、横浜港公共ふ頭の国際港湾施設における保安の確保と保安水準の向上を図るために行うものです。国際港湾施設における保安
　　対策を的確かつ確実に実施することで、横浜港の信頼性が向上し、国際航海船舶の寄港が確保されます。 　
　     保安対策の設備については、整備後に一定期間が経過しており、経年劣化等の課題があることから、適正な保安対策を継続す

背景・課題

　　るため設備の更新等を実施する必要があります。

　(2)　危機管理関連事業
　　　 近年、我が国の港湾を中心に発見されているヒアリ等要緊急対処特定外来生物は、定着すると、港湾労働者の健康及び物流に
　　重大な影響を及ぼし、横浜港の安全・安心を損なうことにつながるため、侵入・定着の防止に向け水際対策（防除等）が求めら
　　れます。
　　　また、感染症対応として、感染疑い又は陽性患者が乗船している船舶が寄港した際の当該船舶の受入れに従事する関係者や
　　現場に赴く本市職員における感染拡大を防止する必要があります。

　SOLAS関連事業根拠法令・方針決裁等
　・SOLAS条約及び国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律

　過年度の実績による積算

根拠・データ等

　(1)　SOLAS関連事業
　　 　各年度において、適正な保安対策を行います。

　(2)　危機管理関連事業
　　 　各年度において、国と連携した調査及び防除を行います。事業スケジュール

　平成16年度事業開始年度

11施設管理課港湾局

一般会計



（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。 令和 4年度

1
6年度7年度

SOLAS関連事業

細事業(事業内訳）
1              9,658             10,725              ▲1,067 業務内容の減

危機管理関連事業
2                103                816                ▲713 積算単価、実績の減

             9,761             11,541              ▲1,780

四方 圭 大山 高司 小川 遼平



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

大さん橋ふ頭ビル管理事業

15 38 1

事業名称

歳出予算科目

            17,404令和7年度                  0                  0             17,404                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

            14,250

               3,154

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            14,250

               3,154

            21,704             17,363

            23,224

            21,000             21,000             21,000

                 0

            21,704

            34,140

            34,140

            17,363

            23,224

            21,000             21,000             21,000

                 0

                   0

　旅客施設としての市民利用及び港湾関係機関のオフィスビルとして利用されている「大さん橋ふ頭ビル」の良好な維持管理を行いま
す。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　旅客施設としての市民利用及び港湾関係機関のオフィスビルとして利用されている「大さん橋ふ頭ビル」の良好な維持管理を行いま
す。

事業目的

　大さん橋ふ頭ビルの各設備は、平成５年度の竣工から30年を迎え、空調設備や消防設備等に経年劣化による故障が発生しています。
設備の不具合は利用者の利便性及び安全性の確保の障害となる可能性があります。本事業により建物管理、設備点検保守等の委託を実
施することにより、設備の不具合の発見、補修への機会となります。施設が老朽化していることもあり中長期的なメンテナンス計画を
たてる上でも本事業は不可欠です。またオフィスビルとしての利用者から占用使用料を徴収しており、利用促進をしていくうえでも清
掃委託等を実施し施設を良好に管理していくことが必須です。

背景・課題

　港湾法　港湾施設条例　同施行規則根拠法令・方針決裁等

　令和５年度実績　維持管理にかかる委託料　清掃業務5,164,456円　建物管理委託8,140,000円　昇降機委託2,244,000円　空調機設
備点検1,419,000円　警備管理委託999,240円　中央監視装置点検委託999,900円　自動ドア点検委託264,000円  建築物定期点検726,00
0円　電気設備点検506,000円　消防設備点検638,000円　ほか

根拠・データ等

　建物管理、清掃等は通年（４月～翌３月）の事業となります。

事業スケジュール

　平成5年度事業開始年度

1
6年度7年度

ビル管理事業
細事業(事業内訳） 1             17,404             14,250                3,154 労務単価の増

            17,404             14,250                3,154

12施設管理課港湾局

一般会計

箕輪 竜一 大山 高司 中野 紅美



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

施設管理事務費

15 99 99

事業名称

歳出予算科目

             3,070令和7年度                  1                  0              3,069                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

             3,143

                ▲73

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             3,138

                ▲69

             3,388              2,710

             5,448

             3,070              3,070              3,070

                 0

             3,388

             4,368

             4,368

             2,710

             5,448

             3,069              3,069              3,069

                 5

                 ▲4

　施設維持に係る個別事業の属さないような業務諸経費及び、庁舎管理費等
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　施設維持に係る個別事業に属さない業務諸経費及び庁舎管理費等を執行します。

事業目的

背景・課題

　港湾法　港湾施設条例　同施行規則根拠法令・方針決裁等

　実績等

根拠・データ等

事業スケジュール

　令和4年度事業開始年度

1
6年度7年度

施設管理事務
細事業(事業内訳） 1              3,070              3,143                 ▲73 見直しによる減

             3,070              3,143                 ▲73

13施設管理課港湾局

一般会計

箕輪 竜一 大山 高司 中野 紅美



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

会計年度任用職員雇用経費（大黒ふ頭中央緑地）

15 38 1

事業名称

歳出予算科目

             8,676令和7年度                 34                  0              8,642                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

             7,854

                 822

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             7,815

                 827

             7,468              7,357

             7,515

             7,865              7,865              7,865

                 0

             7,451

             7,394

             7,369

             7,329

             7,476

             7,836              7,836              7,836

                39

                 ▲5

　大黒ふ頭中央緑地を適切に管理運営するため、会計年度任用職員２名を雇用します。利用状況及び利用目的から変動勤務体制で実施
します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　運動施設部分を適切に維持・運用します。

事業目的

　主に運動施設部分を適切に維持・運用するには、職員等による管理・対応が必要です。

背景・課題

　地方公務員法第22条の２根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

　各年度において会計年度任用職員を雇用します。

事業スケジュール

　平成2年度事業開始年度

1
6年度7年度

会計年度任用職員雇用（大黒ふ頭中央緑地）
細事業(事業内訳） 1              8,676              7,854                  822 報酬改定による増

             8,676              7,854                  822

14施設管理課港湾局

一般会計

箕輪 竜一 大山 高司 岩田 万結



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

会計年度任用職員雇用経費（自動車運転手）

15 99 99

事業名称

歳出予算科目

             4,093令和7年度                 16                  0              4,077                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

             3,591

                 502

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             3,572

                 505

             3,368              3,330

             2,935

             3,550              3,550              3,550

                 0

             3,360

             3,252

             3,241

             3,317

             2,919

             3,537              3,537              3,537

                19

                 ▲3

施設管理課における、公用車運転業務及び指導巡回業務等について、会計年度任用職員で対応します。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　公用車運転業務及び指導巡回業務等を安全かつ適正に行うものです。

事業目的

　公用車の安全かつ適正な運用及び指導巡回業務等は、港湾道路等の港湾施設の維持管理業務に必要です。

背景・課題

　地方公務員法第22条の２根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

　各年度において会計年度任用職員を雇用します。

事業スケジュール

平成30年度事業開始年度

1
6年度7年度

会計年度任用職員雇用（自動車運転手）
細事業(事業内訳） 1              4,093              3,591                  502 報酬改定による増

             4,093              3,591                  502

15施設管理課港湾局

一般会計

箕輪 竜一 大山 高司 岩田 万結



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

海上等清掃事業

15 99 99

事業名称

歳出予算科目

162,927令和7年度 0 0 162,9270 0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

160,858

2,069

0

 0 0

0

 0

160,858

 2,069

150,946 150,946

153,121

171,250 161,250 161,250

0

150,946

148,839

148,839

150,946

153,121

171,250 161,250 161,250

0

 0

港湾区域内における海上漂流物その他船舶航行に支障を及ぼすおそれのあるものを委託により回収し、分別のうえ処分します。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

1050 1050 1050 1050 1050 1050 1050
清掃船の延出動日数

実績 1059 1061日

222222222222229236243

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

海上漂流物の処理量

180.8196.2実績トン

港湾区域内における海上漂流物その他船舶航行に支障を及ぼす恐れがあるものの回収・処理等を行い、港湾区域内を良好な状態に維持
し、入出港船舶の安全確保を図ります。

事業目的

昨今の激甚化する気象災害により、河川等から流入する漂流物が増加し海上における回収量の高止まりが続いています。そのため、船
舶の入出港の安全を担保するために継続した海上清掃が必要となります。
また、海上の漂流物の７～８割は陸域から河川等を通じて流れ出たものであり、海上だけでなく、陸上においてごみの廃棄を適切に行
うことが重要です。海上清掃の啓発を通して海洋プラスチック問題などの環境保全に関する市民意識の向上を図る必要があります。
なお、建造してから３０年以上経過している清掃船が2艇あり、老朽化等により事業の継続に課題を抱えています。よって現在の清掃
船リース契約満了後に清掃船を一艇ずつ更新する予定であり、その際にカーボンニュートラルポートの取り組みとして燃料等の見直し

背景・課題

により温室効果ガス低減を目指します。

港湾法第12条根拠法令・方針決裁等

＜港湾法第12条第１項第２号＞
　港湾区域及び港務局の管理する港湾施設を良好な状態に維持すること（港湾区域内における漂流物、廃船その他船舶航行に支障を及
ぼすおそれがある物の除去及び港湾区域内の水域の清掃その他の汚染の防除を含む。）

＜清掃船＞
青海丸：平成２年３月建造
清浦丸：平成３年３月建造
蒼海丸：平成31年３月建造

根拠・データ等

昭和38年度：海上清掃業務委託開始
清掃船賃貸借　平成31年３月　リース開始

令和８年２月　リース終了
令和８年３月　買い取り
令和９年３月　清掃船（清浦丸）の更新（更新にあたっては、CNPを踏まえた清掃船の導入検討）事業スケジュール

昭和38年度事業開始年度

1
6年度7年度

清掃船賃借費

細事業(事業内訳）

1 ■■ 24,683 事業の見直しに伴う減

海上清掃業務委託費
2 136,111 事業の見直しに伴う増

山下公園海底清掃大作戦補助金
3 0 64 ▲64 補助金廃止に伴う減

162,927 160,858 2,069

16水域管理課港湾局

一般会計

貝瀬 修一 白石 龍郎 細川 七海

■■

■■

■■



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

船舶運航調整関連事業

15 37 2

事業名称

歳出予算科目

175,031令和7年度 0 0 175,0310 0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

173,403

1,628

0

 0 0

0

 0

173,403

 1,628

157,963 164,265

162,968

175,259 175,259 175,259

0

157,963

148,021

148,021

164,265

162,968

175,259 175,259 175,259

0

 0

港湾法第12条に規定されている港湾管理者の業務として、本市職員が直営で行ってきた入港届処理業務及び船舶運航調整業務を当局の
機構改革に合わせて平成23年度から委託化して行っています。また、港務通信業務も含めて一連の業務を委託することで、効率化をは
かり、横浜港のサービス向上を図ります。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

93755 93755 93755 93755 93755 93755 93755
交信

実績 86866 92180回

15018150181501815018150181501815018

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

入港届

1434514186実績件

【入港届処理業務委託費】
・港湾法第12条に基づき、港務局の業務として、入港船から入港届を確実に受理する必要があります。
・外郭施設等の財源として、港湾法第44条及び横浜市入港料条例に基づき、入港料を確実に徴収する必要があります。
・横浜市入港料条例施行規則に定める横浜港への寄港促進・物流促進・京浜三港連携等の強化を図るためのインセンティブ処理を確実
に行う必要があります。

事業目的

【船舶運航管理業務委託費】
　入出港船舶と国際ＶＨＦ無線を用いて交信し、入出港時間や着岸岸壁、岸壁の受入れ体制等の確認を行うことで、船舶入出港の効率
化や安全確保を図り、港湾業務の円滑化を目指します。
　従来より港内を航行する船舶や関係機関にとっては、365日24時間、必要不可欠なサービスです。さらに、近年においては水先人の
乗船規制の緩和等、我が港の国際競争力の強化に向けた取組の半面、航行の安全確保の重要性が高まっています。そうした中で、受託
者と十分な連携をとって業務を実施していくことが求められます。
　さらに、船舶代理店等から入出港船舶の予定情報を収集して運航予定表（入港・移動・出港予定表）を作成し、関係機関（水先人会
、横浜川崎曳船、管制室等）に情報提供し、共有することで横浜港のサービス向上を図ります。

・港湾法第12条に基づき、港務局の業務として、入港船から入港届を確実に受理する必要があります。
・外郭施設等の財源として、港湾法第44条及び横浜市入港料条例に基づき、入港料を確実に徴収する必要があります。
・従来より港内を航行する船舶や関係機関にとっては、365日24時間、必要不可欠なサービスです。
・厳しい財政状況の中、南本牧ふ頭全面供用開始に伴う船舶運航管理の強化設備維持費の確保が課題となります。背景・課題

港湾法第12条、港湾法第44条の２、横浜市入港料条例、横浜市入港料条例施行規則根拠法令・方針決裁等

過年度実績をもとに積算

根拠・データ等

・平成23年度：入港届処理業務委託及び船舶運航管理業務委託開始
・令和４年度：南本牧ふ頭全面供用開始
・令和４年度：南本牧ふ頭全面供用開始に伴う船舶運航管理の強化

事業スケジュール

昭和39年度事業開始年度

1
6年度7年度

入港届処理業務委託費

細事業(事業内訳）
1 ■■ 8,022 計算方法の見直しによる減

船舶運航管理業務委託費
2 165,381 労務単価の高騰による増

17水域管理課港湾局

一般会計

■■ ■■

■■



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

175,031 173,403 1,628

貝瀬 修一 白石 龍郎 大熊 玄気



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

水域管理事業

15 99 99

事業名称

歳出予算科目

            23,050令和7年度              2,791                  0             20,259                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

             8,287

              14,763

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             5,796

              14,463

             6,668              8,851

             7,543

             8,758              8,758              8,758

                 0

             4,118

             8,207

             5,793

             6,365

             5,152

             8,758              8,758              8,758

             2,491

                 300

港湾法第12条に規定されている港湾管理者の責務として、港湾区域を良好な状態に維持するため、港内巡視、港湾施設の点検及び水域
占用許可業務等を行います。
また、港湾区域と河川区域が重複する市内公有水面も良好な状態に保つため、河川管理者等とも協力しながら進めます。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

          1650           1650           1650               1650           1650           1650           1650
港務艇運航実績

実績           1508           1511回

             0             0             0                 0             0             0             0

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

放置プレジャーボー
ト隻数

           232           245実績隻

【港内巡視業務費】
港湾区域内の巡視・パトロール・港内案内及び障害物の除去、流出油対応、放置艇・沈廃船対策等を実施します。
本市直営で船舶の運航体制を確保（平日だけでなく、土曜・日曜及び祝日にも実施）することで、放置船舶の減少や、無許可占用その
他の水域における不法行為の抑制、緊急時の素早い対応につなげるとともに、港湾区域内の巡視等にとどまらず、河川管理や水質調査
等市内の水域における他局の事業にも貢献していきます。

事業目的

【水域管理事務費】
水域に関する業務（水域占用許可、工事許可、公有水面埋立、海陸境界確定等の業務）や船舶の配船業務・国際VHF無線運用等による
船舶運航管理業務委託先との連絡調整等を行い、港の安全・美化の確保につなげます。

・港湾法第12条に規定されている港湾管理者の責務として、港湾区域を良好な状態に維持すること。
・港湾区域と河川区域が重複する市内公有水面も良好な状態に保つこと。
・港務艇の老朽化が進んでおり、事業の継続性確保のため、更新の予算確保が課題となっています。

背景・課題

港湾法第12条第２項　港湾区域及び港湾局の管理する港湾施設を良好な状態に維持すること根拠法令・方針決裁等

港湾法第12条第２項　港湾区域及び港湾局の管理する港湾施設を良好な状態に維持すること

根拠・データ等

・（通年）市内の公有水面の巡視・パトロール及び所有船の運航、港内案内
・（通年）港湾施設の点検、油流出時や緊急時の対応
・（通年）各条例に基づく放置船舶及び沈廃船に対する指導・調査、船舶の保有等に対する相談対応
・（通年）港湾区域内の水域に関する業務
　　　　　（水域占用許可、工事許可、公有水面埋立、海陸境界確定等の業務）
・（通年）船舶の配船業務・国際VHF無線運用等による船舶運航管理業務委託先との連絡調整

事業スケジュール

平成8年度事業開始年度

1
6年度7年度

水域管理事務費

細事業(事業内訳）
1                423                598                ▲175 昨年度実績による物品等購入費の減

港内巡視業務費
2             22,627              7,689               14,938 パトロール艇更新費用の増

            23,050              8,287               14,763

18水域管理課港湾局

一般会計

貝瀬 修一 白石 龍郎 大熊 玄気



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

会計年度任用職員経費（水域管理）

15 99 99

事業名称

歳出予算科目

27,365令和7年度 108 0 27,2570 0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

24,901

2,464

0

 0 0

0

 0

24,805

 2,452

23,503 23,565

25,825

24,901 24,901 24,901

0

23,449

24,372

24,286

23,478

25,692

24,805 24,805 24,805

96
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港湾法第12条に規定されている港湾管理者の責務として、港湾区域を良好な状態に維持するため、港内巡視、港湾施設の点検等の業務
を行います。
港湾区域と河川区域が重複する市内公有水面も良好な状態に保つため、河川管理者等とも協力しながら進めます。

事業概要
（アクティビティ）

また、横浜港への企業誘致等を目的に、港内案内も行います。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

1650 1650 1650 1650 1650 1650 1650
港務艇運航実績

実績 1508 1511回

1200120012001200120012001200

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

乗船者実績

694426実績人

・港湾法第12条に規定されている港湾管理者の責務として、港湾区域を良好な状態に維持すること
・港湾区域と河川区域が重複する市内公有水面を良好な状態に保つこと

事業目的

年末年始及び祝日を除いて毎日業務を行うためには、正規職員のみでの対応は困難です。業務の継続性を確保するため、会計年度任用
職員の雇用を行います。放置船舶の減少や、無許可占用その他の水域における不法行為の規制、緊急時の素早い対応につなげます。

背景・課題

港湾法第12条第２項、地方公務員法第22条の２根拠法令・方針決裁等

港湾法第12条第２項　港湾区域及び港湾局の管理する港湾施設を良好な状態に維持すること
港務艇運航・乗船者実績

根拠・データ等

・平成８年度：事業開始
・令和２年度：嘱託員から会計年度任用職員制度に移行
・令和４年度：再任用枠１を会計年度任用職員に移行

事業スケジュール

平成8年度事業開始年度

1
6年度7年度

会計年度任用職員経費
細事業(事業内訳） 1 27,365 24,901 2,464

27,365 24,901 2,464

19水域管理課港湾局

一般会計

貝瀬 修一 白石 龍郎 大澤 祥平

報酬改定による増



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

ふ頭用地保証金返還金

15 29 5

事業名称

歳出予算科目

             1,197令和7年度                  0                  0              1,197                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

             1,197

                   0

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             1,197

                   0

             1,197              1,197

                 0

                 0                  0                  0

                 0

             1,197

                 0

                 0

             1,197

                 0

                 0                  0                  0

                 0

                   0

　店社が施設等を建設する目的でふ頭内の土地を長期に使用する場合は、事業の実施（施設の建設及び運営）を担保する目的で保証金
を徴収しています。保証金は、施設の撤去等や貸付契約の解除時、土地の使用が満了する場合に返還するものです。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

             1              1              1                  1              0              0               

実績              0               

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　山下ふ頭再開発に伴う公有財産賃貸借契約の解除による保証金の返還

事業目的

背景・課題

横浜市公有財産規則根拠法令・方針決裁等

　根拠：覚書
　対象店社：１社

根拠・データ等

事業スケジュール

平成28年度事業開始年度

1
6年度7年度

ふ頭用地保証金返還金
細事業(事業内訳） 1              1,197              1,197                    0

             1,197              1,197                    0

20山下ふ頭再開発調整課港湾局

一般会計

周治 諭 篠田 行正 菊地 宗啓
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